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1.は じ め に
バ ブル経 済崩壊 後の構 造的不況 と消費低迷 が依然 と して続 く 日本企業 に とって 、新製品開発競争の激化
や 消費者 の価値観の多様 化に よる不安定 な市場 に 「いか に効率 よ く対応 してい くか」は最 も重要 な課題 の
一 つである。近 年、この よ うな不安定 な市場 を背景 に、サ プライ チ ェー ン ・マ ネジメン ト(SupplyChain
I!anagement;以下 「SCM」 と表す こ とにす る)が 注 目されてい る。
SCMは 、これ まで部 門 ごとの最適化、企 業ごとの最適化 に と どま っていた情報、物 流、キャ ッシュに
関 わ る業務の流れ を、サプ ライチ ェー ン全 体の視点 か ら見直 し、ITの 活用に よる 「情報 の共有化」と全
体最適のた めの 「ビジネ ス ・プ ロセ スの改 善 ・改革」を行 うこ とによ り、サプ ライチェー ン全 体のキャ ッ
シュ フ ロー の効 率 を向 上 させ よ う とす る マネ ジメ ン ト ・コ ンセ プ トで あ る[日。 そ こで 、情 報 技術
(hformationTechnology,以下 「IT』 と表す ことにす る)の 積 極的活用 によ り、販売情報 や需 要予測
を もとに部品調達 ・製 造 ・物 流 ・販売等の機能 を同期化 し、在庫 削減 と欠品の最小化 を両立 させ るのであ
る。SCMで は 、従来 は個別 企業 ご とに最適 化を図ってきた業務 プ ロセ スを、サプ ライチ ェー ン(供 給連
鎖)全 体の最適化 へ とシフ トさせ る ことにな る。それ ぞれの企業 は、.独立 した意思決定機 構 を持つが、I
Tを 活用 した情 報の共有化 に よりコラボ レー シ ョン(協 働活動)を 推 し進 め、環境の変化 にサプ ライチェ
・一ーン全 体があたか も1つ の組織 体で あるかのよ うにア ジル に対応 す るのであ る。
また、SCMで は 目標(ゴ ール)達 成 を阻害す る制約条件 に焦点を 当てた もとでの全 体最適 の追求を重
視 してお り、 これ は 「制約理論」(TOC;TheoryofConstraints[2],以下 「TOC」 と表す ことにす
る)と呼ばれ る。 こ こで、 目標達成 を阻 害す る制約条 件は多 くの場合 「ボ トル ・ネ ック」を意 味す るため、
TOCの 考 え方 に基 づけば、サプ ライチ ェー ン全体のパ フォーマ ンスを決 定づ ける要 素は、最 も条件の良




では制約条 件(ボ トル ・ネ ック)を 見つけ、その部 分に全 体 を合わせ ると同時 にその部 分 を改 善 してい く
こ とに よ り、 すべて の部分 を同期 化 させ なが ら全体 最適の 達成 をめ ざすので ある。
これ に対 して筆者[3],[4]は、 リエ ンジニア リング(BusinessProcessReengineering;BPR)を媒
介 と して、SCMとll本 の組織 特性 を対応 づけ るための 「拡張 代替的双 対モデルjを 提案 してい る。 これ
は、個別企 業 を対象 と して きた筆者[5],[6]の「代替 的双 対モデル 」を、サ プライチ ェー ン全 体に 「拡張」
す るこ とに よ り、全 体最適 におけ る 「全 体」の範 囲の違 いを表現 した もの であ る。そ して筆者 は、業務 プ
ロセス の分権 性 に ともな う局所最適 の追求をITの 活用 に よる情 報の共有化 が防止す る とい う意味 で、日
本 の人事 管理 の集 権性 とBPRに お け るITの 活用 との代替性 に類 似 した関係 と して、日本 の系列 親企 業
を 中心 と した 企業 グルー プ にお け る帰 属意識 とSCMの 企業群 にお けるITの 活用 との 関係 を位 置づ け
てい る。 これ に よ り、 日本 におい て企業グルー プ(主 と して系列親 企業)へ の高 い帰 属意識 ・忠誠 心が分
権的 な業務プ ロセ スに よる局所最適 の追求 を防It二す る とい う役割 を、SCMで はIT、 情報 ネ ッ トワー ク
の積極 的活用 に よる .「情 報の共有 化」が果たす こ とを示唆 してい る。 さらに、SCMとBPRに 共通 した
特性 で ある分 権的 な業 務プ ロセ ス を、職場 内 コン ピュー テ ィン グ(OntheJobComputing;OJC)[7]一[9]
に よる 「情報 活性化 」が補完す る とい う新 たな視点 を提示 してい る。
一方 、イ ンターネ ッ トに代表 され る情報ネ ッ トワー クの発達 に と もない、現在eビ ジネ スが急 速な成 長
を始め ている。eビ ジネ スは、イ ンターネ ッ トを 中心 と した1Tの 活用 に よ りパ ブ リック ・ネ ッ トワー ク
上で財 、サー ビス、情報 の売買 を円滑化 する もの であ り[10]、BtoB(BusinesstoBusiness)のみ な ら
ずBtoC(BusinesstoConsumer)をその 対 象に含 む と ころに 特徴 が あ る。eビ ジ ネ スで は、CRM
(CustomerRelationship]lanagement)と同様 に、 「個客 」[11]の考 え方 を重視 す るため、 む しろBto
Bよ りもBtoCが中心的 な視 点 となる。
この よ うな流 れの中 で、eビ ジネ ス時代 のバ リューチ ェー ン戦略 と して、BtoB中心の従 来型SCMか
らe-SCM[10]への転換 が叫び始 め られてい る。e-SCMに よ り、サ プライチ ェー ンの範 囲をBtoB&
Cへ と拡張す るのであ る。e-SCMは 、ITの 活 用 とそ れ によ る顧 客(個 客)情 報 の共有 化を通 して、
市場 の動 向を これ まで以 上にス トレー トにサ プ ライチ ェー ン全 体 に反 映 させ てい くこ とをね らい と して
い る[12]。
木研 究で は、以上の よ うなSCMとe-SCMの 動 向、お よびTOCの 考 え方 をふ まえて 、新 たに 「e-
SCMに お けるToc戦 略 フ レーム ワー ク」を提示 す る。この フ レー ム ワー クは 、販 売活動 と生産 活動へ
の経営 資源 の配 分の問題 に対 して、 「ボ トル ネ ック」の視点 か らの新 たなアプ ローチの方 向性 を示 す もの
であ る。それ と同時に 、 「企業 に とって最 重要相 手は顧客 であ り、企 業問同一1=のコラボ レーシ ョンは顧客
(個客)と の コ ラボ レー シ ョンを円滑にす るための ツール にす ぎない」とい う基 本的考 え方に基 づ き、こ
れ までのSCMとe－ ビジネ スのそれぞれ の領域 にお い て分離 して行 われて きた 「情報共 有」を…本化(情
報共有 を共有 化)す るこ とによ り、市場 の動向 に対 して よ りア ジル に対応 す るサ プ ライチェー ンの実現 を
示 唆す る もので ある。
本研究 の提 案 フ レー ム ワー クに より、もしボ トル ネ ックが市場(顧 客)に あ る場 合、各工程の生 産性 向
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上 は単に製品在庫の増大をもた らすだけであることが明 らか となる。また、従来の経営戦略においてそれ
ぞれ別個の問題 として取 り扱われてきた、営業力強化、生産性 向上、在庫削減の問題 に対 して、それらを
同一の枠組みの中で統 一した視点か ら議論することが可能になるもの と思われ る。
2.制 約 理 論(TOC)と サ プ ラ イチ ェー ン ・マ ネ ジ メ ン ト(SCM)
SCMに お い て、そ の中核 に位 置 づ け られ る理 論が、 「制約理論 」(TOC[2])で ある。TOCの 出
発 点 は、生産 システ ムの 関係 者 の頭 を長年悩 ませて きた 「スケ ジュー リング問題 」に対す る、シンプル で
汎 用 的 な ソ フ トウ ェア の 開発 に あ る。 この ス ケ ジ ュー リン グ ・ソフ トウェア は、OPT(Optimized
ProductionTechnology)と呼 ばれ る。
スケジ ュー リング問題 は、多 目的で複 雑 で問題 設定 が 多岐 にわた り、最 適化が困難 であ ることか ら、こ
れ まで 「非常 に厄介 な問題 」とされ て き.た。この厄介 な問題 な問題 に対 して シンプル かっ統一的 な計画方
法 を 提 示 す る とい う意 味 で 、 最 も広 く企 業 に貢 献 した 生 産 管 理 シ ス テ ム は 、MRP(Material
RcquirementsPlanning)システ ムで あろ'う。 しか しなが ら、MRPシ ステ ムで は、非 常 にシンプル なス
ケジ ュー リングを行 うが ゆえ に、生 産 リー ドタイ ムを 「固定値 」として扱 い、生 産工程 の負荷 を考慮 しな
い 「無 限負荷lk積」 手法 を用い て きた[2]。ここに、MRPシ ステ ムにおい て計 画 と現実の ギャ ップ を生
じさせ る大 きな要因 が存 在す る。
この よ うな問題点 に対応 す るた め、多 くのMRPシ ステ ムに負 荷 オー バー を知 らせ る機能 が導入 され る
よ うにな ったの であ るが 、負 荷を な ら して実行 可能な計画 にす るのは人手 に頼 って きた のが実状で あった。
そ こで、多 くの 「有限負荷 山積 」ス ケジ ュー リング手法が開発 され 、対象範 囲や前提条件 を限定 した個別
の問題 に 対 して は あ る程 度 の効果 を発揮 して きた。しか し、これ らのスケ ジ ュー リング手法は問題設定が
複 雑であ り、MRPシ ステ ムの よ うに対 象範 囲 の広 い一般的 な生産管理 に は、不十分 であった。その結果 、
MRPシ ステ ムを導入 した多 くの企業 では 、生産 を熟知 したベ テラ ン生産 計画担 当者が経 験 と勘 でスケジ
ュー リン グを行 って きたのが現 実 であった[2]。
この よ うな状 況 の も とで、ゴール トラ ッ トに よ り開 発 された シンプルで汎 用的な スケジュー リング ・ソ
フ トウェ アが、OPTで あ る。 しか し、彼 はOPTの 詳 しい ロジ ック を一 切公表 せず、この基本原理 をわ
か りやす く説明 した小 説 を出版 した。 これ が、ベ ス トセ ラー となった 「ザ ・ゴール 」であ る。 この よ うな
タイ プの小 説がベ ス トセ ラー に なる ことは画期的 な こ とであ る。ちなみ に、筆者が講義 の中で、このベス
トセ ラー がOPTやTOC、 そ してSCMに 関す る本で ある ことを説明す る と、学生 は 「意外だ]と い う
反応 をす るので あ る。
そ の一 方で、OPTを 導入 した企業 の 多 くが 、その ソフ トウェア導入 に ばか りエネル ギーを集 中 させて
しまい、経営者 や 管理者 の意識 を変 革 させ る 「マイ ン ドウェア」の 面に対 す る注意 の配 分[13]が不十分に
な る とい う問題 が 生 じた。tそこで 、ゴール トラ ッ トはOPTの 改 善を考え、その背後 にあ る原 理 をTOC
へ と発展 させ た[2]。これ に よ り、OPTの スケジ ュー リング ・ソフ トウェアは、制約 条件に改善活動 を
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集 中 させ るTOCの 理論 へ と進展 してい ったのであ る。
TOCと は、サ プ ライチ ェー ンをシステム と して捉 えた 一とで、fシ ステムの 目的(ゴ ール)達 成 を阻 害
す る制約 条件を見つ け、 それを活用 ・強 化す るための経営 手法」で ある[1]口これ に よ り、SCMに お け
る市場の 変化への迅速 な対応 、同期化 した対応 を可能 に し、企業競争力 を高めるので ある。
ここで、日的達成 を阻 害す る制約条 件は、多 くの場 合 「ボ トルネ ック」を意 味す る。サ プ ライ チェー ン
全 体のパ フォーマ ンス を決定づ ける要素 は、最 も条件の 良い部門(例 えば、最 も生産能 力の高い工程)や
サ プ ライチ ェー ン全体の 平均では な く、ボ トルネ ック(最 も条件の悪 い部門;例 えば、最 も生産能 力の低
い 工程)で ある。従来 は、各 工程が別 個に生産性 を向上 させ るた めの改善を行 って きた が、ボ トル ・ネ ッ
クをそのま まに して他 の工程 をい くら改善 して も仕掛 り在庫 を増加 させ るだ けで、全 体の生産能 力向上 に
は結 びつかない。それ だ けでな く、交通 渋滞 と同様 に、か えって仕掛 り在庫がスムー ズな生産の達成 を妨
害 して しま うこ とも多い。そ こで、SCMで はサプ ライチ ェー ン全体 の 目的(ゴ ール)達 成 を阻 害す る制
約 条件(ボ トル ネ ック)を 見つ け、その 部分に全体 を合わ せ ると同時 に、その部分 を改善 してい くこ とに
よ り、すべ ての部分 を同期化 させ なが ら全体最適 の達成 をめ ざすので ある。
筆者[4]は、SCMに お いて注意すべ き点 と して、SCMが 全 体最適 をめ ざす ために集 権的な コン トロ
ール を強化 して、各工程 ・各部 門の主体的 な改 善 を否定 しよ うとす る もので はない とい うことを指摘 して
い る。SCMに おいて、全 体最適 のた めの改 善の源 泉は人間 の知的 ・創造的活動 である。そのた め、 「個
の 自律性 の尊重」を基 本的 なスタ ンス として い る。個の 自律 性 を尊 重 しなが ら全 体最 適 をめざす ためには、
サ プ ライチ ェー ン全 体 に共有 された 目的 ・価値 に基づ く的確な水平的 コーデ ィネーシ ョンが要求 され るご
そ れは、 「野放 し」の個 の 自律性 の尊 重では局所最適 を もた らす 可能性 が高 くな って しま うためであ る。
この よ うに、SCMで は、部 門,企 業の壁 を越 えた調整(水 平的 コー デ ィネー シ ョン)や 意思決 定が必
要 とな るた め、 「情報 の共有 化」が 重要で ある。なぜ な ら、集権的 コン トロールに基づ く全 体最適 の追求
であれば、各部門 、各 企業 はセ ンター が作成 した計画通 りに実行 さえすれ ば良いのであ るが、個 の 自律性
を 尊重 したSCMで は、情 報の共有化 によ り意思 決定の基盤 をそろ えることが必要 となるか らであ る[3]。
3.TOCに お けるス ルー プ ッ トの定 式化
ここでは、図1に 示す よ うに、サプ ライチェー ンを一一つ の システム として捉 え、TOCに おけ るスルー
プ ッ トの定式化 を試み る ことにす る。サプライチ ェー ンは、・一般 にサプ ライ ヤー、メー カー、キャ リヤー、
デ ィス トリビュー ター、小売業者 等で構成 され る多段階 のシステムで ある。本研 究では、これ らの各段階
を[工 程」iと 呼ぶ こ とに し、m個 の工程 か ら構 成 され るサ プライチェー ンを考 える。
サ プライチ ェー ン
投入






一ー一 一 ー 一 → 〉 γ
サ プライチ ェー ンの システム表現 .
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このサプ ライチ ェー ンにおいて、各工程i(i=1,2,…,m)は サプ ライチ ェー ンの外部か ら財Xiを
投 入 し、価値 を高 める活動 を行 うもの とす る。この とき、SCMで は、いか に してサ プライチェー ン全体
のスループ ッ トを大 きくす るかが課題 となる。この よ うに、産 出yそ の ものではな く、スループ ッ トに焦
















ここで、戦略j(j=1,2,…,n)を 考 える。 この戦 略 」は、サ プ ライチ ェー ン全体の 経営資源 をいか
に配分 するか を表す もので あ り、その配分の仕方 に よって投入 と産 出の関係(関 数 ∫)が 異な って くる。
そ こで、投 入,産 出,関 数 に添字jを 導入 し、それ ぞれXi.yi,f∫ で表す ことにす る。 これ に よ り、
(1)式は次の よ うに書 き換 え られ る。
ρ ノ ・=yi--x'j・1 (2)
TOCで は、スルy・一プ ッ トρ∫をな るべ く大 き くす る戦略 として、 ボ トル ネ ックに注 目 した戦略 を考 え
る。サプ ライチ ェ・一・ンの 中で制約 条件 となるボ トル ネ ック工程 をi=oで 表せ ば、す べての工程 はボ トル
ネ ックの処 理速度v。 に合 わせ込 む ことになる。 した がって、サ プライチ ェー ンは全体 を通 して、一定の
速度voで 流れ るの であ る。 これ は、SCMに お け る 「同期 化」 〈synchronization)を意 味す る。 この
とき、すべ ての工程 にお いて仕掛 り在庫 は基本 的に発生 しないため、サプ ライチェー ン外 部か らの投入 量
と内部 の経 営資源 がムダな く産 出に結 びつ くことになる。
この よ うなボ トルネ ックに合 わせ こむ戦略 をj=0で 表せ ば、Xo=(XiO)は処理速度Voに 必要な、
外部 か らの投入量 とな る。TOCの 基本的な考 え方 は、他の多 くの戦略j(j=1,2,…)に対 して 次式が
成 立す るこ とである。
ρ。-y。 一 石 ・1>ρ ∫-y戸 ピ 戸1 (3)
(3)式は、TOCに 従 った戦略1=0を 選択 した場合 の産 出と外部 か らの投入 との差、すなわ ちスルL・一
プ ッ トρoが、他 の戦略j≡1,2,… を取 った場 合の スルー プ ッ トよ り・も大 きい ことを表 してい る。 さら
にTOCで は、一度 ボ トル ネ ックの処理速度Voに 合わせ込んだ後 、すべての工程を同期 化 させなが ら処
理速度 を向上(改 善)さ せ てい くことにな る。したが って、改善 を開始 してか らt時 点後の改善率 を α(t?




ここで、 も し処理速 度の 向上に ともない、サ プライチ ェー ン外 部 か らの投入 量 も αω 倍にな る とすれ
ば、t時 点後 の投入量 ベ ク トルXo(t2は、、
Xoω=(α ω ・Xio)=a－ ω'(Xio) (4)
とな る 。 この と き、t時 点 後 の スル ー プ ッ トPo(t)は、
ρo(0=yoω 一 才6ω り=α(0'(Yo－ κち・1)==a(0'ρo (5)
となる。 すな わち、すべ ての工程 の処理速度 を同期化 させ なが らα ω 倍 に改 善す る ことによ り、スルー
プ ッ.トPe(0も刀ω 倍 に向上 させ るこ とが で きるの であ る。 ここで注意 すべ き ことは、すべ ての工程 を
同期化 させな が ら改善 を進 めて い くため に、処理 速度が上 昇 して も仕掛 り在庫 が発生 しない こ とであ る'。
このこ とが、(3)式にお けるTOCの 優位性 を さらに拡大 させ るの であ る。
4.eビ ジネ ス とe-SCM
1990年代 後 半か らのイ ン ターネ ッ トを中心 とした1'Tの急速 な発展 は、企業 に とって顧 客(個 客)と
のイ ン タラクテ ィブな関係 の形成 を可能に した。それ に ともな い、従 来のBtoB(BusinesstoBusiness)
のみ な らずBt・C(BusinesstoConsumer)にも焦点 を当てたeビ ジネスが注 目され てい る。eビ ジネス
は、 「各 種の スタ ンダー ドに基 づい て形成 され たパブ リ ック ・ネ ッ トワー クにお け る財,サ ー ビス,情 報
の売 買を、ITの 活川 によ り円滑化 す るこ と」[IO]として定義 され、よ りオー プンな環境 で電 子デ■一一タや
情報 を交換す る ところに特徴 が ある。eビ ジネ スは、従来 のe-commerceを超 えた概 念で あ り、ITを 中
心 とした新 しい テクノ ロジー の導 入 を促進 す るこ とのみな らず 、企業 の経営戦略や 業務 プ ロセ ス,組 織,
シ ステ ム,そ して取 り引 きパー トナ ー(BtoB)や 最終 消費者{BtoC)ま で含 めた、企業 のあ らゆる側
面に影響 を及ぼ して い くの であ る。
イ ンターネ ッ トの 普及 とと もに、各企業 はITが 生み 出すパ ワー を最大 限に活用す る よ うな戦略 の 立案
を進 めてお り、その流れ に乗 って、eビ ジネ スは急 速 に拡 大を続 けてい る。 この よ うな状 況の中で、SC
Mに お いて も、バ リュー ・チ ェL-一ンー を構成 す る要素 としてeビ ジネス を取 り込 も うとす る動 きが生 じ始 め
てい る。 これ が、SCMか らC-SCMへ の流れで ある[12]。これ によ り、 「企業間取 引の調整 やマネ ジ
メ ン トを通 じて最終 消費者 の要求 に対応 す るプ ロセ ス」[10]を構 築す る と同時 に、図2の よ うに、Bto
B中 心 のSCMにeビ ジネス にお け るBtoC機能 を取 り込んで、 「BtoB&C」(BusinesstoBusiness
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筆 者 は従 来の研究[12]にお いて、e-SCMに つい て論 じる際 に、 リエ ンジニア リング と同様 に、顧 客
満 足(CustomerSatisfactien;CS)が最 も重要 な視点 とな るこ とを指摘 してい る。 これは、顧客 との
関係 、言い換 えれ ばBtoCを 大切にすべ きこ とを意 味す る。 さらに踏み込 んだ表現 をす るな らば、顧 客
との タイ ム リー かつ イン タラクテ ィブな関係の形成 が 大切で ある とい うことにな る。e-SCMに おけ る
BtoCの 重要性 は、BtoB中 心で あ ったSCMの 対 象領域 を 「BtoB&C」 へ と広 げる ことを意味
す る(図2)。 また 、顧 客 との タイム リーかっ イ ンタラ クテ ィブな関係の形成 は、時間的 ・空 間的制約 の
克服 と双方 向の コ ミュニ ケー シ ョンが前提 とな るた め、必然的 にIT、 特に情報ネ ッ トワーー クー の積極 的活
用 へ と結 びつ く。
SCMに お い て も、1Tの 活用 とそれ に よる情 報の共 有化は、サプ ライチ ェー ン全 体の最適性 を追求す
るた めの最 重要 テーマの 一つ であ り、 この 「全体 」に最 終消費者(個 客)を 含 めよ うとす る こと、お よび
eビ ジネスか ら発 生す る情報 をSCMの 情報 ネ ッ トワー ク上で共有 しよ うとす る ことは、きわめて 自然な
流れで あ る。 筆者[14]は、 この よ うな考え方 に基づ き、今 後のSCMの 多 くはe-SCMへ とシフ トして
い くであ ろ うこ と、そ して 、SCMを 論 じる際の 中心的 視点が 、ITの 活用 を基盤 と してサ プライチェー
ンの中に顧客(個 客)を 取 り込ん だe-SCMに 向け られ るよ うにな るで あろ うことを指摘 している。
5.re二SCMに お けるTOC戦 略 フ レー ム ワー ク」 の提 案
本節 では、 ここまで述 べて きた、SCM[1]やe-SCM[10]の動 向、お よびTOC戦 略[2]の考え方 を
ふ まえて、経営戦略 面 でのe-SCMの 位置づ けにっ いて検討 して い くこ とに よ り、新 たに図3に 示す よ
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うな 「e-SCMに お け るTOC戦 略 フ レー ム ワー ク」を提示す る。
その ために、 まずSCMか らe-SCMへ の流れ について整理 してお くこ とに しよ う。SCMは 、企業
.問同士の コラボ レー シ ョンに焦点 を当て る とい う意味 で、BtoB中 心 の もの であ った。 もちろん 、SC
Mに おい て明 確 にBtoCは 対象 外で あ ると しでい るわけでは ないが、 その 中心 的 視点 はBteBに ある。
1これに対 してe-SCMで は、瀦 、とりわけ最終消費提 のタイム リ一方・っインタラクテ ィブな関係を
t形成 し
・その際の繍 をサプライチェー ン全体の最適{ヒに活か してV'くことをめざSlため・その線 とな
る領 域 は 「BtoB&C」 で ある。 したが って、e-SCMはSCMに お けるBtoBか らBしoB&C
の流れ の中に位 置づけ る ことが で きる。
。 また、前述 の よ うに、顧 客 との タイ ム リー かつイ ンタ ラクテ ィブな関 係の形成 は、時 間的 ・空聞的 制約
の克 服 と双 方 向の コ ミゴニ ケー シ ョンが 前提 とな るた め、必然的 にlT、 特 に情 報ネ ッ トワー クの積 極的
!活用が求 め られ る。 この よ うなITの 積極的 活用は 、SCMの 延長線 上 に位 置づ け られ る もので あり、S
CMの 情報ネ ッ トワ・;一クーにeビ ジネ スの情{弔を直結 させ る ことによ り実現 され る。
以Eの こ とを まとめる と、'SCMか らe-SCrvlJ>.の流れ は 、 「BtoBか らBtoB&Cへ の対 象の
'
拡張 」と、 「SCMの 情 報ネ ッ トワー ク とeビ ジネ スの情報 との統合 」にその 特徴が あ るとい うことにな
る。 この こ とを前提 として 、サプ ライ チ ェ`=ンを構成す る企 業の経 営戦略 におけ るe-SCMの 位置 づけ
について考 えてみ る ことにす る。
経営 戦略 を考 える上 で、'営業力 強化,生 産性 向上,在 庫削減 はそれ ぞれ 重要 な課題 と して位置 づ け られ
る。従 来、これ らの課題 はマー ケテ ィング,生 産 管理,物 流 管理等 の領域 で個別 に検 討 され る.ことが 多か
った。 しか しなが ら、 「限 られ た経営資源 を有効 活用す るため にそれ らをいか に配 分すべ きかjに つ いて
考え る場 合、全 体最適 の観 点か らll記の課題 を総 合的 に検討 してい くこ とが必 要で ある。なぜ な ら、これ
らの課題 をす べ て改善 しよ うとして も、限 られ た経営 資源 ではそれ は 困難で あ り、自ら(自 社お よびサ プ
ライチ ェー ン)の置かれ てい る状 況 をよ く認 識 した上で全 体最適 のた めの プ ライオ リテ ィを明 らか にす る
必要が あるか らであ る。ただ し、ここでい う 「全 体最適 」は、個別企 業 におけ る全 体最適 ではな く、サプ
ライ チ ェー ン全 体 としての最適性 を意味す るこ とに注意 を要す る。
この よ うな課題 を検 討す る上で、SCMに お けるTOCの 考え方 は、我 々に 重要な視 点を与 えて くれ る。
それ は、ボ トル ネ ックに焦 点 を合 わせ る とい う考 え方で ある。前述 の よ うに、サプ ライチ ェー ン全体のパ
フォ ーマ ンスを決定づ け る要素 は、最 も条件 の良い 部門(例 えば、最 もノr産能 力 の高い工程)や サプ ライ
チ ェー ン全 体の 平均 では な く、ボ トル ・ネ ック(最 も条件の悪 い部門;例 えば、最 も生産 能力 σ)低い 工程)
で ある。 した が って、ボ トル ごネ ックをそ のまま に して他の 工程 をい くら改 善 して も仕掛在庫 を増加 させ
る だけで、全 体の生産 能力 向上には結 びつか ない。SCMで は この よ うな 考え方 に基 づ き、サプ ライチ ェ
ー ン企 体の 目標(ゴ ール)達 成 を阻害 す る制約 条件(ボ トル ・ネ ック)を 見つ け、その部分 に全体 を合 わ
せ る と同時 に、ボ トル:ネ ヅ クを改 善 して い くことに よ り、すべ ての部分 を同期 化 させ なが ら全 体最適 の
達成 をめ ざす わけで ある。
SCMに お けるTOCの 考え方 をe-SCMに 拡張す れば 、図2で 示 した よ うに消2?者もサプ ライ チ ェ
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一ンを構成す る一つの要素となるため、も し顧客(市 場)が ボ トル ・ネックであるならば、生産や物流の
工程をいくら改善 して も無意味であ り、まず ボ トル ・ネ ックに生産 ・物流を合わせた上で、営業活動の強
化によりボ トル ・ネックを改善 してい くべ きことがわかる。なぜな ら、ボ トル ・ネ ックである顧客(市場)
をそのままに して他の工程 をいくら改善 して も在庫を増加 させ るだけで、サプライチェー ン全体のパフォ
ーマ ンスの向上には結びつかず、かえって在庫がスムーズな生産 ・物流の達成 を妨害 して しま うことも多
いか らである。
以上のことか ら、e-SCMは 、SCMで は直接浮上 してこなかった 「営業力強化 と生産性向上のどち
らを優先す べきか」とい う経営戦略の課題に対 して、一つの解 を与えるもの とな りうる。それは、ボ トル
ネ ックが顧客(市 場)に ある場合は営業力強化 を優先すべ きであ り、それが生産工程にある場合は生産性
向上を優先すべきだとい うことを意味する。 しか も、e-SCMで はeビ ジネスの蓄積 を基盤 としている
ため、ITの活用によってきめの細かい顧客情報をタイム リーにサプライチェーン全体で共有することが
可能 となる。そ して、その情報を基に、製品在庫 と仕掛 り在庫を増加 させないように各工程の生産数を合
わせ込み、その上でボ トルネ ックを強化すべく営業活動に対 して経営資源を重点的に配分するのである。
このよ うに・サプライチェーンを構成するすべての部分が同期化 した行動をとることにより・全体最適へ
とっなげていくことが、TOCを 基礎にした場合のe-SCMの 目標(ゴ ール)と なる。 これ らのことを
まとめると図3の ようにな り、これを 「e-SCMにおけるTOC戦 略 フレーム ワーク」 と呼ぶことにす
る。
図3の 提 案 フ レー ム ワー クは 、e-SCMに おいて顧 客 を 「潜在 的 な組 織参加 者」[15]として位 置 づけ
る ことが可能 で あ るとい う、 筆者 の従来 の研 究[14]の考 え方 と一一・致 す る。それ は、e-SCMで は顧客 、
と りわけ最 終消 費者(個 客)を サ プ ライチ ェー ンの 内部者 と して認 識 した上 で顧 客満足(CS)を め ざす
か らで あ り、また 工Tの 積 極 的活用 に よる企業 と顧客 との イ ンタ ラ クテ ィブ な関係の形成 をね らい として
いるか らで あ る。
この 「潜在 的 な組 織 参加 者 」の概 念に対 して 、安藤[15]はCSの側面か らの説 明 を試み てい る。それ は、
企 業 に とって顧 客満 足 と従 業員満 足 は企 業の 「外 」(た だ し、e-SCMで はサ プライ チ ェー ンの 「内 」
と して認 識 す る)と 「内」とい う違 い こそ あれ 、両者 を実 現す る ためのア プ ローチ は非 常 に似通 ってい る
とす る もので あ る。なぜ な ら、企 業 が従業員 に満 足を 与え るこ とに よって従 業員の離職 率や欠勤率 の改 善
が進む の と同様 に、企 業 が顧客 に満 足を与 えれ ば、顧 客 はその企 業 の製 品や サー ビス を購 入す る とい うか
た ちで組 織 に参加 しつづ け るか らで あ る。同様 に、Davidow&Malone[16]は、バーチ ャル ・コー ポ レー シ
ョンの進展 に よ り 「従 業員の 定義そ の ものす ら変 わ り、顧 客や サプ ライヤー の中に は、その企業の従 業員
よ りも多 くの時 間 を企 業 で過 ごす者 が 出て くるか も しれ ない」 と述べ てい る。また、椙lll[i7]は「ユ ーザ
ー ・イ ノベ ー シ ョン」に関す るHippel[18]の調査 を例 と して あげ、形 式的 には組織 の外 部の顧 客 であ る.
はず のユー ザ ーが、実 際に は メー カー側 の複 雑なイ ノベ ー シ ョンの組織的 プ ロセ スに参加 し、組 織 の決 定
に大 き く関 与 して いる よ うにみ え る ことを指 摘 してい る。そ して、この 「組 織 的プ ロセ スへのユーザ ー参
加」 は 、ユ ー ザー 自身 の満 足 を もた らす こ とを示唆 してい る。
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以上の よ うな、安藤,Davidow&Maloneや椙山の視点は、潜在的 な組織 参加 者 の概 念のみ な らず、C
S重 視の点でe-SCMに 通 じる もの である。
SCM
























図3.本 研究の 「e-SCMに お けるTOC戦 略 フ レー ムワー ク」
7.SCM,e-SCMとJITシ ス テ ム と の 関 係
筆者 は従 来の研究[3]において、H本 の組織特性お よびi・i本の企業 グルL-一・プの特性の典型 例 と してJI
Tシ ステム を位置 づけ、これ とSCMと の関係について検討 してい るが、ここで はTOCを 基礎 とした提
案 フ レー ムワー クに基づ き、これ らの関係 にe-SCMを 加 えた議論 を展開 してい くこ とにす る。
筆者[3]は、SCM,リ エンジニア リング とJITシ ステム との関係 を整 理 し、個別 企業 を対象 と した
代替 的双 対モデル[6]から、サ プライ チェー ン(企 業 グルー プ)を 対象 と した拡張 代替的双対 モデル[3]
への次元 の拡張の過 程で、リエ ンジニ ア リングはSCMへ と置き換 え られ てい ったが、JITシ ステムは
両方 のモデル に よって焦点を 当て られ ることを指摘 してい る。その理 由 として、jlTシ ステムが個別 企
業 内で も製 造工程の連鎖 と してあ企 業 グル ープで も適用 可能 で ある とい うこ とをあげてい る。す なわ ち、
JITシ ステム におけ る工程闇のかんばんの連鎖に よる作業 コーデ ィネー シ ョンは、1っの企 業内の工程
間 で運川 され るこ とも、複 数の企 業の工程 にまたがって運用 され る こともあ りうる とい うことである。ll
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本 の製造業 にお ける親企 業 を中心 と した下請企業 の階層構造 を考慮に入れ る と、後者 の方 がむ しろ一般 的
で ある と考 え られ る。代替…的双対 モデルで は、リエ ンジニ ア リングとの対比 と してJITシ ステム を個別
企 業の領域 で議論 してい るが、む しろ拡 張代替的双対 モデル の よ うにサ プライチェー ンを構 成す る企 業群
の領域 で議 論す る方 が 自然で ある と考え られ る。
ただ し、JITシ ステ ムは、図2に 示 した よ うに、BtoBを対象 としていて、BtoCを対象 としていな
い点に注 意を要す る。 この ことは 、顧客(最 終 消費者)を その内部者 として認 識 してい るわけで はない こ
とを意味 す る。 この点 に、JITシ ステ ム とe-SCMと の決 定的 な違 いを指 摘す る ことがで き る。
この よ うな 前提 に基づ い て、JITシ ステ ム とSCM,e-SCMと の関 係 を考 えて み る と、 まず 、
」ITシ ステ ムでは最終 工程(i==m)の 生産 のス ピー ドVnJにすべ ての前工程が合 わせ込む のに対 し、
SCM,e-SCMで はボ トル ネ ック となる工程 のス ピー ドVoに 他のす べて の工程 を合わせ 込む とい う
相違点[18ユを指摘 す るこ とが でき る。制約理論(TOC)[2]に したがえば、SCM,e-SCMで はサ プ
ライ チェー ン全 体の 目標(ゴ ール)達 成 を阻 害す る制約 条件(ボ トル ネ ック)を 見つけ、その部分 に全体
を合 わせ る と同時 に、そ の部分 を改善 してい くこ とに よ り、すべ ての部 分を同期化 させなが ら全 体最 適の
達成 をめ ざ してい る とい うことに なる[ig]。ボ トル ネ ック(制 約条件)に 合わせ る とい う姿勢 は消極的 と
も受 け取れ るが、ボ トル ネ ックをその ままに して他の 工程 をい く ら改 善 して も仕掛 り在 庫 を増加 させ るだ
けで、全 体の生産能 力 向上に は結 びつか ない とい う考 え方 は、む しろ積 極的な在庫 削減の 姿勢 として捉 え
る方 が妥 当であ ろ う。
通 常のSCMで は、経 営意思決 定の多 くの領域 を巻 き込みなが ら進 め られ る[20]のであ るが、本研 究の
提 案 フ レー ム ワー クが示 す よ うに、ボ トルネ ックの生 産能力 よ りも完成品の需 要が 少ない場合、仕掛 り在
庫 は減少 して も完成 品の在 庫は増加 して しま う。 これ に対 して、e-SCMで は この よ うな場合、サ プラ
イチ ェー ン全 体 を、ボ トルネ ック となる完成品 の需 要(市 場)に 合わせ 込む こ とになるため、仕掛 り在庫
のみ な らず製品在庫 につ いて も削 減す るこ とが で きる。
…方 、JITシ ス テムは 、市場 に最 も近い最終 工程の生産速 度Vmに 他 のす べての前工程 を合 わせ 込む
ところに特徴が ある。 これ に よ り、市場 の動 向に リンク した生 産が実現 され るため、これ がスムーズ に行
われ るな らば、SCMに 比較 して市場 の動向 に対 しよ りア ジル に対応 す るこ とが可 能 とな る。それ と同時
に、 ボ トルネ ックが顧 客(市 場)に ある場合 、.e-SCMの 「顧 客 に合 わせ るjはJITシ ステムの 「最
終 工程に合 わせ る」に近 い もの とな る。その意味 か ら、「全 体(サ プ ライチ ェー ン)を何 に合 わせ込 むか?」
に関 して、e-SCMは 、SCMと 同様 の場 合(生 産 工程 、物 流 二E程がボ トルネ ック とな る場 合)と 、
JITシ ステムに近い 位置づ け となる場合(顧 客がボ トル ネ ックとな る場合)の 二面性 を持つ こ とにな る。
この よ うなJITシ ステ ムの 「最 終工程 に合 わせ る」とい う姿勢 は、現 実には多 くの 下請企業 の献 身的
な努 力 によって支え られ てい る[4]。近代 的な設備 と相 対的に優れた従業員 を持 つ最 終 工程に対 して 、多
くがパー トタイマーや アルバ イ トの 手作業 に頼 らざるを得 ない前 工程の下請 け企業が 、残業や休出 さ らに
は在 庫 の所 有(本 来、JITシ ステ ムでは在庫 を持た ない ことにな ってい るが 、多 くの下請企業 では在庫
の所 有 によって リー ドタイ ムの短 い生産指 示 に対応 してい るよ うである[3])によって大変な苦労 を しな
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が ら何 とか対応 して いるので ある。その ため、スムー ズな運 用が可能 であれ ば、(製造 に限定 した意 味で)
サプ ライ チェー ン全体 に とって理想的 な生産が 実現 され 、特 に親企業の最終 工程に とっては理 想的 であ る。
しか し、それは ム リを可能 にす る下請企業 の献 身的 な努 力の上 に成 立す る もの であ り、この努力 は、拡 張
代替 的双対モ デル にお ける企 業 グルー プへの 一一体感 ・忠 誠心 による 「局所最適 の防止」の役割 を果 た して
い る。 そ こで、その よ うなム リを強 い らず にスムー ズな生 産を達成す るためには 、SCM,e-SCMの
ボ トル ・ネ ック(制 約条件)に 合 わせ る とい う対応方法 の方が現実的 である。その 意味 か ら、JITシ ス
テ ムの 「最終 工程 に合 わせ る」 と、SCM,e-SCMの 「ボ トルネ ックに合わせ る」はそれ ぞれ 一長 一・
短 を持 ってい る。
そ の一方で、両者 と も個 の 自律性 の尊 重に と もな う分 権的 な業務プ ロセ ス と、それ に よる局所 最適 の追
求 を防 止す る方策 の保持 の点 での類 似性 を指摘 す るこ とがで きる。ただ し、ここでい う 「個」とは、それ
ぞれ の 「部分 」(JITシ シテ ムでは 主と して 「工程 」)を 意味 してお り、これ らが1つ の企業 内に存 在
す ることも、複数 の企業 にまたが って存在 す るこ ともあ り うる。JITシ ステ ムで は、セ ンターが 作成 す
る計画は大枠 を示す もので、 具体的な実行 計画 ・(かんばん)は 各 工程 に権限委譲 され てお り[6]、これ に
よ り分権的 な業 務プ ロセスが 形成 され てい る。 これ に対 して、SCM,e-SCMで はサプ ライ チェー ン
全 体の最適性 を追求す るた めに、集 権的な コン トロール が強い よ うに思 われ が ちであるが、前述 のよ うに
それはま ちがい であ り、個の 自律性 を 尊重 した水平的 コーデ ィネ一一シ ョンを基盤 と しているので ある。し
たが って、これ らの業務プ ロセスはいずれ も 「分 権的」で ある。 この よ うな権限委譲、個の 自律性 の尊 重
を基本 と した分 権的な業務 プ ロセスは 一般 に局所最 適の追求 を もた らす危険性が 高いため、これ を防 止す
るシステ ムが必 要 とな る。
筆者の 「拡張 代替的双対モ デル 」[3]によれ ば、上記の局所最適 を防止す るシステムが、JlTシ ステ
ムの場合、製 造面で のサプ ライ チェー ンを構成 す る、親 企業 を中心 と した系列 企業群への 一体感 ・忠誠心
で あるの に対 して、SCM,e-SCMの 場 合 は、ITの 積 極的活用に よる情 報の共有化 である とい うこ
とになる。 これ らに よ り、サプ ライチ ェー ン全 体で 目的 ・価1直を共有 し、局所最 適 を防止す るのであ る。
また、この よ うなJlTシ ステム とSCMの 関係 が、個別企 業におけ るJITシ ス テム とリエ ンジニ ア リ
ングの関係 の延 長線Lに 位 置づ け られ ること も、拡張 代替 的双 対モデル の示 唆す る ところである。
以上 のSCM,e-SCMとJITシ ステムの関 係 を、筆 者の従来 の研 究[3]との対比 によ りま とめ る と、
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8.お わ り に
木研究 では、eビ ジネ ス時代 のバ リューチ ェー ン戦 略 として、BtoB中 心の従来型SCMか らo-SC
Mへ の転換 が叫び始 め られ てい る状況 をふま えて、 「e-SCMに お けるTOC戦 略 フ レー ムワー ク」を
提 示 した。この提案 フ レー ム ワー クは、SCMで は直接 浮 上 して こなか った 「営業 力強化 と生産性向 上の
プ ライオ リテ ィ」の問題 に対 して、ボ トル ネ ックが顧 客(市 場)に ある場合 は営業力強化を優先 すべ きで
あ り、それが生産 工程 にある場合 は生産性 向上 を優先す べ きだ とい う、ボ トル ネ ックの視点か らの新 たな
アプ ローチ の方 向性 を与 える もので ある。そ して、提案 フ レー ム ワー クに基づ き、ボ トル ネ ックが市場(顧
客)に ある場 合には各工程 の生産性 向 上は単 に製 品在庫 の増大 を もた らすだ けで あるこ とを示唆 した。ま
た、 これ までのSCMどe－ ビジネ スのそれぞれ の領域 にお いて分離 して行 われ て きた 「情報共有」 を一－E
本化(情 報共 有を共有 化)す る ことに よ り、市場 の動向 に対 して よ りアジル に対応 す るサプ ライチ ェー ン
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の実現 をめ ざすべ きであるこ とを指摘 した。
'さ らに
、SCM,e-SCMとJlTシ ステム との関係 に つい て検討 し、下記 の よ うな類 似点,相 違 点
を指摘 した。
① これ らはいずれ も、 権限委譲、個 の 自律性 の尊重 を基本 と した分権的 な業 務 プロセ ス を志向 してい
る。
②JITシ ステ ムでは最 終工程の生 産のス ヒ'一ドにすべ ての前工程 が合わせ 込むの に対 し、SCMと
e-SCMで はボ トル ネ ックのス ピー ドに他 のすべ ての工程が合わせ 込む。
③ これ らはすべ て、分 権的 な業務 プ ロセ スに ともな う局所最 適の追求 を防 止す る方策 を有 してい る。
④JITシ ス テムでは系列親企業 を中心 とした企業 グル ープへの一 体感 ・忠 誠心が③ の局所最適 を防
止 してい るが、SCMとe-SCMで は リエ ン ジニア リングと同様 にITの 積 極的活 用に よる情 報の
共有化 がこれ を防止 して い る。
⑤JITシ ステ ムとSCMで は顧 客(最 終 消費者)を その内部者 として認 識 してい るわ けではないが、
e-SCMで は顧客 をサプ ライチ ェー ンの構 成 要素の…部 として位置づ けてい る。
⑥ ボ トル ネ ックが顧客(市 場)に ある場 合、e-SCMの 「顧 客に合 わせ る」はJITシ ステ ムの 「最
終 工程に合 わせ る」に近 い位置づ け とな る。
(本研 究は、明治 大学商学研究所 「e℃ommerceリサーチ ・プ ロジェク ト」にお ける研究活動 の 環 と
して行 われ た ものである。)
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